
平成３０年度　商工労働部当初予算（一般会計）要求の概要

（単位：千円）
区　　　分 ２９年度当初予算額

48,167,928

　Ⅰ　要求のポイント

１　活力　－いきいきと働き地域が輝く活力あふれる大分県－

【基本方針】

多様な仕事を創出する産業の振興と人材の確保

　Ⅱ　事業体系（県政推進指針）

　２　活力　－いきいきと働き地域が輝く活力あふれる大分県－

（２）多様な仕事を創出する産業の振興と人材の確保

①中小企業・小規模事業者の振興と創業支援

②多様で厚みのある産業集積の推進

事業費 49,368,739 1,200,811 2.5% 

　九州北部豪雨、台風第18号災害からの復旧・復興に全力で取り組むとともに、現在の緩や
かな景気回復の動きを確かなものにするため、後押ししていく必要があります。また、景気
回復とともに、人手不足が大きな課題となっています。
　このため、大分県版第４次産業革命〝ＯＩＴＡ 4.0〟を加速化させ、産業の活力を維持、
発展させるとともに、より魅力ある仕事を創出し、若者や女性、シニア等の県内就労の拡大
に取り組みます。また、大都市圏から人材を呼び込み、そうした人材が地域経済をさらに活
性化させる好循環を生み出す様々な産業施策を展開します。

３０年度当初要求額 増減額 増減率

新 電磁力応用製品性能評価拠点推進事業 5,419

新 大分県知的財産総合戦略推進事業

地域課題の解決と産業活力の創造に向け、IoTやドローン等新技術を活用した重点プロ
ジェクトを創出し、〝ＯＩＴＡ 4.0〟を加速化します。
中小企業・小規模事業者の活力向上に向け、支援機関による伴走型支援を強化するため、

商工会・商工会議所の経営指導体制の充実を支援します。また、今後も増加が見込まれるイ
ンバウンド需要の獲得に向け、観光関連産業の魅力ある商品・サービスの開発に取り組みま
す。
人手不足対策のため、働き方改革の推進はもとより、インターンシップ受入体制の整備や

県内企業と県内外大学（理系）との連携強化を行います。

新 経営革新加速化支援事業 21,000

5,500

新 観光関連消費拡大支援事業 18,380

新 域外消費型商店街等支援事業 9,461

地域牽引企業創出事業 179,399

おおいたスタートアップ支援事業 95,688

小規模事業支援事業 1,284,778

新 海外展開ステップアップ事業 43,802

フラッグショップ活用推進事業 36,257

おおいたＬＳＩクラスター構想推進事業 29,078

中小企業金融対策費 35,795,834

新 おおいた中小企業未来チャレンジ推進事業 5,662

東九州メディカルバレー構想拠点機能強化事業 9,389

食品産業競争力強化事業 31,445

自動車関連産業企業力向上事業 42,685

医療機器産業参入加速化事業 44,237

エネルギー関連産業成長促進事業 45,098



③大分県版第４次産業革命〝ＯＩＴＡ4.0〟の加速

④未来に向けた戦略的・効果的な企業立地の推進

⑤働き方改革の推進と産業人材の確保・育成

（注）事業名前の「新」は新規事業を示す。

　平成３０年度　商工労働部当初予算(一般会計）要求に対するご意見をお寄せください。

　　ｅ－ｍａｉｌ：a14000@pref.oita.lg.jp（商工労働部商工労働企画課）

新 姫島ＩＴアイランド構想推進事業 57,301

ドローン産業振興事業 104,962

離島等サテライトオフィス整備推進事業 50,000

おおいたＩｏＴプロジェクト推進事業 71,510

モバイルワーク推進事業 30,742

47,912

1,111,479企業立地促進事業

シニア雇用推進事業 7,987

ＩＴ人材確保支援事業 14,175

新 おおいたの産業を支える人材確保・育成事業 97,355

働き方改革推進事業 15,584

新 ＵＩＪターン就職等支援強化事業 96,438

おおいた学生県内就職応援事業 10,074

障がい者雇用総合推進事業 8,169

新 おおいた元気企業マッチング促進事業 11,898

女性のスキルアップ総合支援事業



（部局名：商工労働部） （単位：千円）
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1 経営革新加速化支援事業

　企業の稼ぐ力を創出し、雇用増大や付加価値向上を通じ、県経済の
活性化を図るため、経営革新計画の承認を受けた中小企業者の販路開
拓や商品等改良、生産性向上、シェアリングエコノミーの取組に対し
助成する。

経営創造・金
融課

平成３０年度　当初予算（一般会計）要求の主な事業概要

事　業　名

平成３０年度
当初要求額

事　業　概　要 所管課
平成２９年度
当初予算額

4
観光関連消費拡大支援事
業

　ラグビーワールドカップ2019を契機に、国内外から多くの観光客の
来県が見込まれる中、観光関連消費の拡大と誘客による経済波及効果
の向上を図るため、観光関連サービスの創出・磨き上げや、土産品の
販売促進などを支援する。

商業・サービ
ス業振興課

5
域外消費型商店街等支援
事業

　地域の商店街の活性化を図るため、その目指す方向性や期待される
役割に応じた支援を行う。
　・域外から人と消費を呼び込む取組を推進
　・地域に根ざし住民の生活を支える機能を強化

商業・サービ
ス業振興課

2
電磁力応用製品性能評価
拠点推進事業

　先端イノベーションラボを国内唯一の電磁力性能評価拠点として整
備するため、国内初のISO/IEC17025を取得する。併せて県内企業への
波及効果を高めるため、施設を利用する県外企業と県内企業の連携促
進を支援する。

産業集積推進
室

3
大分県知的財産総合戦略
推進事業

　知的財産を活用した県経済の発展と地域の活性化を図るため、新た
な知的財産総合戦略を策定・推進する。

工業振興課

7 小規模事業支援事業

　小規模事業者の経営改善や技術発達を支援するため、商工会、商工
会議所が行う経営改善普及事業及び商工会連合会が行う商工会指導事
業に要する経費を助成する。
【特】小規模事業者の持続的な発展を後押しするため、商工会、商工
会議所の経営指導員等による伴走型の支援体制の充実を支援する。

商工労働企画
課

8 中小企業金融対策費

　民間金融機関等による金融を補完し、中小企業・小規模事業者の経
営に必要な資金を円滑に供給するため、制度資金を運営する。
　【新】事業承継に取り組む中小企業・小規模事業者を支援する資金
　　　　を創設
　【新】被災中小企業・小規模事業者の迅速な復旧や経営の安定を図
　　　　るための地域産業振興資金災害復旧融資を拡充

経営創造・金
融課

6
海外展開ステップアップ
事業

　県内中小企業の海外展開を推進するため、ステージに応じた取組を
包括的に支援する。
　・海外の商談会等への出展・出品への支援
　・アドバイザーによる助言等のアフターフォロー　等

商業・サービ
ス業振興課

9
おおいた中小企業未来チ
ャレンジ推進事業

　中小企業等の競争力を強化するため、おおいた中小企業支援ファン
ド（仮称）を活用して、新商品・新サービス開発等を支援する。

工業振興課

10
自動車関連産業企業力向
上事業

　地場自動車関連企業の底上げを図るため、大分県自動車関連企業会
及び自動車関連産業支援プロジェクトチームを中心に、技術力向上、
人材育成及び受注獲得機会拡大の取組を実施する。
　【特】次世代自動車研究会開催等による電子・電装品参入支援

産業集積推進
室

新

新

特

新

特

新

新



（部局名：商工労働部） （単位：千円）

平成３０年度　当初予算（一般会計）要求の主な事業概要

事　業　名

平成３０年度
当初要求額

事　業　概　要 所管課
平成２９年度
当初予算額

45,098

(32,980)

57,301

(0)

104,962

(18,638)

71,510

(68,606)

1,111,479

(1,247,119)

15,584

(8,677)

97,355

(0)

11,898

(0)

96,438

(0)

※ 　　は「新規事業」、 　 は「創生前進枠事業」

12
姫島ＩＴアイランド構想
推進事業

　離島や過疎地域等の条件不利地域への県外からの活力の呼び込みを
加速化させるため、大分県版第４次産業革命〝ＯＩＴＡ４．０〟のラ
ンドマークとなる「姫島ＩＴアイランド構想」を推進する。
　・ＩＴアイランドに相応しい環境整備への助成
　・進出企業と地場企業が連携した技術実証事業への助成
　・県内外のＩＴ企業、ＩＴ人材の交流を深めるイベント開催　等

情報政策課

13 ドローン産業振興事業

　新たな産業集積を目指すドローン産業の振興を加速させるため、大
分県ドローン協議会や市町村等との連携による生産強化、実証試験の
実施、操縦人材の育成、サービス産業の拡大等に取り組む。
　【特】様々なフィールドを活用した実証実験の実施
　【特】地域経済牽引事業者が行う設備投資等への支援

工業振興課

11
エネルギー関連産業成長
促進事業

　本県の強みを活かしたエネルギー産業を県経済を牽引する産業に成
長させるため、大分県エネルギー産業企業会を中心に、水素関連産業
の事業化支援や「スマートコミュニティ」形成の推進等を図る。
　【特】水素社会の到来に向けた水素関連産業の事業化支援

工業振興課

15 企業立地促進事業

　戦略的、効果的な企業誘致を推進するため、誘致企業の設備投資及
び雇用創出の一部に対し助成する。

企業立地推進
課

14
おおいたＩｏＴプロジェ
クト推進事業

　大分県版第４次産業革命〝ＯＩＴＡ４．０〟の具体化に向け、Ｉｏ
Ｔ推進ラボを中心に、県内企業等が連携して実施するＩｏＴ、ＡＩ等
を活用した地域課題解決型プロジェクトの創出を推進する。
　・ＩｏＴ等プロジェクトへの助成
　・ＩｏＴ等プロジェクトの創出・普及のための委託事業

情報政策課

17
おおいたの産業を支える
人材確保・育成事業

　景気回復とともに人手不足が大きな課題となる中、特に人手不足感
が強い観光、建設、物流産業における人材の確保・育成を支援するた
め、新たな手法による職業訓練を実施する。
　・雇用から技能習得・資格取得までの一貫した教育訓練の実施

雇用労働政策
課

16 働き方改革推進事業

　企業における優秀な人材の確保・定着を図るため、働き方改革の機
運醸成や、 誰もが働きやすい職場環境づくりを支援する。
　【特】専門家派遣による働き方改革実践のサポート
　【特】中小企業・小規模事業者等の経営者向け勉強会の開催
　・大分県働き方改革推進会議、トップセミナーの開催　等

雇用労働政策
課

19
ＵＩＪターン就職等支援
強化事業

　県内企業の人材確保を図るため、「おおいた産業人財センター」に
おけるＵＩＪターン就職希望者等とのマッチング支援や、県出身大学
生及び高校生に対する県内就職支援の取組を強化する。

雇用労働政策
課

18
おおいた元気企業マッチ
ング促進事業

　県内企業の将来を担う人材の県内就職・定着を図るため、インター
ンシップの受入れ体制を整備し、理工系大学教授との情報交換の場を
設ける。
　・インターンシップマッチング専用サイトの開設
　・県内企業と理工系大学教授との情報交換会の開催　等

雇用労働政策
課

新 特

特

新

新

特



（部局名：商工労働部） （単位：千円）

12,215
商工労働企画
課

プロフェッショナル人材
活用推進事業

・
・
平成２９年度の単年度事業として実施
事業効果等を検証し、「ＵＩＪターン就職等支援強化事業」に
統合して要求

平成２９～３３年度の５か年事業として実施中
事務事業評価結果を踏まえ、新たに「外部専門家を活用した経
営計画評価」をメニューに追加して要求 130,712

7
産業集積推進
室

おおいたＬＳＩクラスタ
ー構想推進事業（研究開
発補助）

・
・
平成１８年度から２９年度までのメニューとして実施
事務事業評価結果を踏まえ、新分野への進出を後押しする「ニ
ューマーケット進出補助」とトップシェアを目指す開発を支援
する「ニッチトップ推進補助」のメニューに組み替えて要求

11,627

平成２０年度から２９年度までの事業として実施
事務事業評価結果を踏まえ廃止
新たに「おおいた中小企業未来チャレンジ推進事業」に組み替
えて要求

8,703

商業・サービ
ス業振興課

がんばる商店街総合支援
事業

・
・
・

平成２９年度の単年度事業として実施
所期の目的を達成したため廃止

商業・サービ
ス業振興課

商業・サービス業人材育
成事業（豊の国商人塾30
周年シンポジウム運営補
助）

・
・
平成２９年度の単年度メニューとして実施
所期の目的を達成したため廃止

商業・サービ
ス業振興課

東アジアビジネス推進事
業

36,05113

3,000

・
・
平成１９年度から２９年度までの事業として実施
事業効果等を検証し、海外展開におけるステージを包括的に支
援する「海外展開ステップアップ事業」に組み替えて要求

平成２７～２９年度の３か年事業として実施
事務事業評価結果を踏まえ廃止
新たに「域外消費型商店街等支援事業」に組み替えて要求

9,469

21,164

5,828

産業集積推進
室

自動車関連産業新規参入
促進事業

・平成２０年度から２９年度までの事業として実施
事業効果等を検証し、次世代自動車研究を支援するメニューを
追加し、「自動車関連産業企業力向上事業」に統合し要求

産業集積推進
室

自動車関連産業企業力向
上事業

・事務事業評価結果を踏まえ、次世代自動車研究を支援するメニ
ューを追加して要求

5

平成２７～２９年度の３か年事業として実施
事業効果等を検証し、付加価値向上達成事業者数の増加を目標
とする「経営革新加速化支援事業」に組み替えて要求 59,348

経営革新企業成長促進事
業

平成３０年度　当初予算（一般会計）要求における廃止事業

所管課 事　業　名 廃　止　理　由
２９年度

当初予算額

経営創造・金
融課

4

2

・
・

工業振興課
おおいた地域資源活性化
推進事業

・
・
・

3
経営創造・金
融課

地域牽引企業創出事業

・
・

8

10

9

11

1

10,000

12
商業・サービ
ス業振興課

域外消費獲得支援事業

・
・
平成２７～２９年度の３か年事業として実施
通販サイトの運営方法の見直しに伴い廃止

2,050

商業・サービ
ス業振興課

観光関連産業活性化支援
事業

・
・

商業・サービ
ス業振興課

県産品販路開拓支援事業
（’17食博覧会・大阪へ
の出店）

・
・
平成２９年度の単年度メニューとして実施
所期の目的を達成したため廃止

2,006

6



（部局名：商工労働部） （単位：千円）

平成３０年度　当初予算（一般会計）要求における廃止事業

所管課 事　業　名 廃　止　理　由
２９年度

当初予算額

15
雇用労働政策
課

おおいたＵＩＪターン就
職促進事業

・
・
・

平成２９年度の単年度事業として実施
事務事業評価結果を踏まえ廃止
新たに事業促進効果の高い｢ＵＩＪターン就職等支援強化事業｣
に組み替えて要求

84,169

16
雇用労働政策
課

障がい者雇用総合推進事
業（障がい者雇い入れ体
験）

・
・
平成２３年度から２９年度までのメニューとして実施
事務事業評価結果を踏まえ、「障がい者の職場実習のマッチン
グから就職後の定着支援」のメニューに組み替えて要求

6,929

14
雇用労働政策
課

女性のスキルアップ総合
支援事業（子育てママの
仕事復帰応援事業）

・
・
・

平成２６～２９年度の４か年事業として実施
事務事業評価結果を踏まえ廃止
新たに「働きたい女性応援事業」に組み替えて要求

18,722


